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四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第69期

第１四半期
連結累計期間

第70期
第１四半期
連結累計期間

第69期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日

自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (千円) 10,000,854 11,066,355 43,364,945

経常利益 (千円) 787,887 457,495 2,017,227

親会社株主に帰属する四半期
(当期)純利益

(千円) 528,456 297,982 1,343,526

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 476,794 340,257 1,383,482

純資産額 (千円) 17,704,245 18,724,507 18,497,614

総資産額 (千円) 31,990,597 37,185,095 36,432,123

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 42.00 23.68 106.77

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 55.34 50.35 50.77

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内

容について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間において、当社グループは、新製品の導入及び市場定着を積極的に進めました。また、

各エリアの嗜好に合った製品の重点投入や販売促進等に引き続き取組み増収となりました。しかし、前年度の下半

期以降、国産するめいかの記録的な不漁に伴い原料価格が高騰しており、大幅に利益を減少させることになりまし

た。

　この結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高110億66百万円（前年同四半期比10.7％増）、営業利益４

億60百万円（同41.7％減）、経常利益４億57百万円（同41.9％減）、親会社株主に帰属する四半期純利益２億97百

万円（同43.6％減）となりました。

　セグメント別の業績は、以下のとおりであります。

　

（食品製造販売事業）

売上高を製品群別に分類しますと、水産加工製品は、いか製品の売上増加に加え、巾着タイプのチーズかまぼこ

や、期間限定で発売したスティックタイプのいかフライ「うまいか わさび味」などが売上を伸ばしたことにより増

収となりました。畜肉加工製品は、新製品の「燻製ポークジャーキー」などのジャーキー製品が引き続き好調に推

移したことと、新製品の「３種のサラミ リッチセレクション」などのドライソーセージ製品も売上に貢献したこと

で増収となりました。酪農加工製品は、「一度は食べていただきたい 熟成チーズ鱈」などのチーズ鱈製品や、新製

品の「３つの味わい おつまみチーズアソート」などのおつまみチーズ製品が奏功し、増収となりました。農産加工

製品は、一部大手チェーンにおいてナッツ製品が売上を伸ばし、増収となりました。素材菓子製品は、「黒まめお

やつ」などが好調に推移し、増収となりました。チルド製品は、一部大手チェーンにおいてフードパック製品の導

入が進んだことと、新製品の「薫るスモーク チータラ」などのチルドチーズ鱈製品が売上を伸ばしたことで、増収

となりました。その他製品は、「うずらの味付けたまご 燻製風味」などのレトルト製品が売上を伸ばし増収となり

ました。

　以上の結果、食品製造販売事業の売上高は109億90百万円（同10.7％増）となりました。

利益面では、増収にもかかわらず、原料価格が高騰したことにより、売上総利益は31億89百万円（同5.3％減）と

なりました。

　販売費及び一般管理費は、業務の無駄とりなどあるべきコストを追求するコストコントロールに引き続き努め、

27億78百万円（同5.7％増）に留めることができました。

　この結果、営業利益は４億10百万円（同44.6％減）となりました。

　

（不動産賃貸事業）

売上高は76百万円（同0.2％増）、営業利益は50百万円（同2.2％増）となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、371億85百万円（前連結会計年度末比７億52百万円増）となりました。

　資産の部では、新設した埼玉第二工場の生産設備導入によりリース資産が増加したことや、するめいか高騰に伴

い原材料在庫が増加したこと等により、総資産が増加いたしました。

　負債の部では、支払手形及び買掛金、リース債務の増加等により、負債合計は184億60百万円（同５億26百万円

増）、純資産の部では利益剰余金の増加等により純資産合計は187億24百万円（同２億26百万円増）となりました。

　なお、自己資本比率は前連結会計年度末比0.4ポイント減の50.4％となっております。

(3) 経営方針・経営戦略等

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について、重要な変更は

ありません。

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題について、重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

(5) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は１億41百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(6) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループでは、自己資金又は借入などにより運転資金及び設備資金の資金調達を行っております。運転資金

については、自己資金及び短期借入金により調達しております。また、設備資金については、自己資金、リース及

び長期借入金などにより調達しております。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年８月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 15,032,209 15,032,209
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株でありま
す。

計 15,032,209 15,032,209 － －

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年４月１日～
平成29年６月30日

－ 15,032,209 － 1,975,125 － 2,290,923

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成29年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成29年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 2,449,300

－ －

完全議決権株式(その他) 普通株式 12,578,800 125,788 －

単元未満株式 普通株式 4,109 － －

発行済株式総数 15,032,209 － －

総株主の議決権 － 125,788 －

(注) １．「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が400株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数が４個含まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が14株含まれております。

② 【自己株式等】

平成29年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社なとり

東京都北区王子５丁目５番１号 2,449,300 － 2,449,300 16.29

計 － 2,449,300 － 2,449,300 16.29

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平成

29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表について、三優監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,626,924 3,916,968

受取手形及び売掛金 7,445,074 6,934,800

商品及び製品 1,053,447 1,112,324

仕掛品 758,043 845,769

原材料及び貯蔵品 3,375,686 3,600,058

その他 659,412 344,960

貸倒引当金 △1,106 △1,224

流動資産合計 16,917,480 16,753,657

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 10,355,958 10,493,553

土地 5,361,405 5,685,009

その他（純額） 1,992,447 2,413,857

有形固定資産合計 17,709,812 18,592,420

無形固定資産 143,828 145,538

投資その他の資産 ※1 1,661,001 ※1 1,693,478

固定資産合計 19,514,643 20,431,437

資産合計 36,432,123 37,185,095
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,216,051 4,588,319

短期借入金 1,855,000 1,855,000

1年内返済予定の長期借入金 460,040 460,040

未払金 3,577,008 3,718,631

未払法人税等 408,245 105,773

賞与引当金 339,041 271,442

役員賞与引当金 33,000 8,250

その他 742,499 862,705

流動負債合計 11,630,886 11,870,161

固定負債

長期借入金 3,505,260 3,456,750

役員退職慰労引当金 667,454 677,017

退職給付に係る負債 947,204 944,679

資産除去債務 5,825 5,825

その他 1,177,877 1,506,154

固定負債合計 6,303,622 6,590,426

負債合計 17,934,508 18,460,588

純資産の部

株主資本

資本金 1,975,125 1,975,125

資本剰余金 2,290,923 2,290,923

利益剰余金 16,050,479 16,235,215

自己株式 △2,095,811 △2,095,930

株主資本合計 18,220,716 18,405,334

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 312,796 356,739

為替換算調整勘定 84,074 77,267

退職給付に係る調整累計額 △119,972 △114,834

その他の包括利益累計額合計 276,898 319,173

純資産合計 18,497,614 18,724,507

負債純資産合計 36,432,123 37,185,095
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

売上高 10,000,854 11,066,355

売上原価 6,581,959 7,826,531

売上総利益 3,418,894 3,239,823

販売費及び一般管理費 2,628,781 2,778,883

営業利益 790,113 460,940

営業外収益

受取配当金 11,913 11,873

受取賃貸料 6,731 7,024

その他 12,131 13,690

営業外収益合計 30,776 32,588

営業外費用

支払利息 4,654 4,965

賃貸費用 8,113 7,857

持分法による投資損失 20,226 23,200

その他 9 9

営業外費用合計 33,003 36,034

経常利益 787,887 457,495

特別損失

固定資産除却損 - 236

特別損失合計 - 236

税金等調整前四半期純利益 787,887 457,258

法人税等 259,430 159,275

四半期純利益 528,456 297,982

親会社株主に帰属する四半期純利益 528,456 297,982
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

四半期純利益 528,456 297,982

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △41,536 43,943

退職給付に係る調整額 4,722 5,138

持分法適用会社に対する持分相当額 △14,848 △6,807

その他の包括利益合計 △51,662 42,274

四半期包括利益 476,794 340,257

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 476,794 340,257

非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

該当事項はありません。

(会計方針の変更等)

該当事項はありません。

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

(税金費用の計算)

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

(追加情報)

該当事項はありません。

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

投資その他の資産 15,425千円 15,425千円

(四半期連結損益計算書関係)

該当事項はありません。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

減価償却費 224,714千円 289,541千円

(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月９日
取締役会

普通株式 106,954 8.5 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

当第１四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年５月10日
取締役会

普通株式 113,246 9.0 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント

合計 調整額
四半期連結損
益計算書計上
額（注）食品製造販売事業 不動産賃貸事業

売上高

外部顧客への売上高 9,924,766 76,087 10,000,854 － 10,000,854

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － － －

計 9,924,766 76,087 10,000,854 － 10,000,854

セグメント利益 740,946 49,167 790,113 － 790,113

（注） セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント

合計 調整額
四半期連結損
益計算書計上
額（注）食品製造販売事業 不動産賃貸事業

売上高

外部顧客への売上高 10,990,109 76,245 11,066,355 － 11,066,355

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － － －

計 10,990,109 76,245 11,066,355 － 11,066,355

セグメント利益 410,686 50,254 460,940 － 460,940

（注） セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(金融商品関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

(有価証券関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

(デリバティブ取引関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 42円00銭 23円68銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 528,456 297,982

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益金額(千円)

528,456 297,982

普通株式の期中平均株式数(株) 12,582,935 12,582,836

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

２ 【その他】

平成29年５月10日開催の取締役会において、平成29年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、

次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

(1) 配当金の総額 113,246千円

(2) １株当たりの金額 ９円00銭

(3) 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成29年６月30日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成29年８月７日

株式会社なとり

取締役会 御中

三優監査法人

指定社員
業務執行社員

公認会計士 岩 田 亘 人 印

指定社員
業務執行社員

公認会計士 河 合 秀 敏 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社なとり

の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平成

29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社なとり及び連結子会社の平成29年６月30日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成29年８月７日

【会社名】 株式会社なとり

【英訳名】 NATORI CO., LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役会長兼社長 名 取 三 郎

【最高財務責任者の役職氏名】 執行役員 経営企画部長兼経理部長 安 宅 茂

【本店の所在の場所】 東京都北区王子５丁目５番１号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）
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１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役会長兼社長名取三郎及び当社最高財務責任者安宅茂は、当社の第70期第１四半期（自 平成29年４

月１日 至 平成29年６月30日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていること

を確認いたしました。

　

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。
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宝印刷株式会社印刷

決算短信（宝印刷） 2017年08月07日 10時30分 26ページ（Tess 1.50(64) 20170306_01）




